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1．はじめに─皇位継承と相続税・贈与税の課税─
　2017（平成 29）年 12 月 8 日の閣議において、「天皇の退位等に関する皇
室典範特例法」（同年 6月 9日成立、同 16 日公布）の施行日を 2019（平成





由緒物に対しては相続税が非課税とされるが（相続税法第 12 条 1 項 1 号）、
それとの整合性を図ったものであるといえる。
　昭和天皇崩御の際には、課税対象の遺産総額は 18 億 6900 万円余で、上皇


































































に対する相続税（相続税法第 12 条 1 項 1 号）、同由緒物である固定資産（宮
中三殿など）に対する固定資産税（地方税法第 348 条 2 項 1 号）、同由緒物
天皇の「公」「私」と皇室財産への課税 （山田）
─ 4 ─
である不動産に対する不動産所得税（同第 73 条の 3・2項）、皇室用財産
（皇居や御用地など）（固有財産法第 3条 2項号）に対する固定資産税（同第
348 条 2 項 1 号の 2）、内廷費・皇族費に対する所得税（所得税法第 9条 1項
12 号）、天皇および内廷にある皇族の用に供される物品への関税（関税定率











































居住・移転・職業選択の自由（同 22 条 1 項）、外国移住・国籍離脱の自由





















































































































































































年）11 月 27 日、勅書をもって御料地の中から宮城や離宮、京都御所、正倉
院宝庫をはじめ、高輪御料地、上野御料地、丹澤御料地、木曽御料地など
19 の御料地が世伝御料に勅定された（宮内省告示第 27 号）48）。なお、これ
らの御料地とは別に、明治初年から天皇は毎年国庫より常額を受け取ってお
り、その金額は 1887（明治 20）年で 250 万円であったものが漸次増額され
天皇の「公」「私」と皇室財産への課税 （山田）
─ 12 ─




















産令（1910（明治 43）年）第 18 条以下「普通御料」）は規定されなかった。



















































































































































































1945（昭和 20）年 9月 22 日に国務省より発表された「降伏後における米国




























































（a state functionary）としてではなく、一人の人間（a human being）として扱っ
ていることを示唆するものである。天皇の私的財産は、他のいかなる者の私的財
産と同様の法律に従うのである。」81）
　ちなみに、ラウエルはこの会談の 5日前、1月 24 日付の所見82）の中で、
JCS1380─15 に「皇室財産は公的財産とみなされるべきである」とある点を




における初期の基本的指令 （“Basic Initial Post Surrender Directive to Supreme 






























億 4712 万円に達した。そのうち 33 億円 4268 万円が、財産税法（1946（昭



































































1）　香淳皇后と上皇陛下は、昭和天皇崩御から 1年後に 5000 万円を長寿科学振興財団
に寄付したので、実質の相続額は、それぞれ 2500 万円を差し引いた 9億 955 万円
余であったという（森暢平（2003）『天皇家の財布』新潮社、100 頁）。なお、本稿
執筆時は退位・皇位継承前であったが、本稿で用いる上皇陛下・天皇陛下の表記は












8）　1980〈昭 55〉年 3月 27 日参議院内閣委員会中野晟答弁、1989〈平元〉年 6月 20






336 頁。なお、サラリーマン税金訴訟判決（最大判 1985〈昭 60〉年 3月 27 日民集































































23）　1964〈昭 39〉年 4月 27 日参議院内閣委員会答弁（大原、前掲注（3）、188 頁）。
24）　1946〈昭 21〉年 11 月 4 日皇室法関係会談要旨（芦部信喜・高見勝利（編）（1992）
『日本立法資料全集 7　皇室経済法』信山社、188 頁）及び大原、前掲注（5）、26─
27 頁。
25）　1990〈平 2〉年 4月 26 日参議院内閣委員会宮内庁次長宮尾盤答弁、大原、同書 27
頁、森、前掲注（1）67─68 頁。
26）　森、前掲注（1）、68─70 頁。
27）　1975〈昭 50〉年 5月 8日参議院内閣委員会宮内庁長官宇佐美毅答弁および 1990
〈平 2〉年 4月 26 日参議院内閣委員会宮内庁次長宮尾盤答弁。
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29）　即位の礼および大嘗祭をめぐる問題につき詳しくは、百地章（1997）『政教分離と
は何か─争点の解明─』成文堂、232 頁以下参照のこと。






go.jp/about/gokomu/kyuchu/saishi/saishi01.html）（2018 年 8 月 21 日閲覧）。
33）　所功（2017）『象徴天皇「高齢譲位」の真相』KKベストセラーズ、146 頁。
34）　葦津、前掲注（31）、210 頁。
35）　1977〈昭 52〉年 3月 22 日衆議院内閣委員会石川一郎政府委員答弁および 1990 年








































に」金沢工業大学日本学研究所『日本学研究』第 15 号、45 頁以下）。












































Review of the Amended─Drafts by the Steering Committee, 12 February 1946（国立
国会図書館所蔵 Hussy Papers, Reel 5））。なお、拙稿、前掲注（56）、161 頁も参照
されたい。













85）　1946〈昭 21〉年 11 月 4 日皇室法関係会談要旨（芦部・高見、前掲注（24）、188
頁）。
86）　竹田恒泰（2011）『語られなかった皇族たちの真実』小学館文庫、232─233 頁。森、
前掲注（1）、112─113 頁。
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